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Abstract
In addition to the primary damage caused by the Great East Japan Earthquake of ２０１１, evacuees 
living in shelters were also victims of secondary damage such as nutrition-related problems.　These 
nutrition-related issues for evacuees who had been forced to relocate to shelters were investigated 
in relation to a variety of factors, including their background and living environment, the aid and 
support they were receiving from volunteers, and the way in which relief supplies were distributed.　
After the earthquake, it took １.５ months for aid to reach shelters.　During this delay, a general 
lack of nutrition management occurred, which subsequently resulted in a prevalence of malnutrition.　
Aid distribution was performed with inefficient, unequal and low quality methods, and thereby 
represented a major causal factor of this problem.　 In this paper, the author propose a new 
management system that aims to reduce the occurrence of malnutrition by improving the efficiency, 
effectiveness, and equality of aid distribution after a disaster.
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要　約
東日本大震災によりもたらされた被害は、震災から時間を経て２次災害として、避難所生活における
栄養問題を引き起こした。この栄養問題について、避難所生活を取り巻く、支援物資、支援ボランティ
ア、被災者の背景そして支援物資の配給方法などの環境の観点から考察した。今回の震災では、避難所
に支援物資が届くようになるまで震災から１.５か月を要しており、この期間の栄養管理の欠如が栄養障害
をもたらした。この要因として、支援物資の配給方法が質的平等性に欠けたものであったことが示唆さ
れた。そこで今回、栄養給食管理システムを支援物資流通の中で利用することにより、質的に平等な支
援物資の配給方法を可能とし、栄養障害発生を最低限に抑えることを目指すシステムの提案を行う。
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１．は じ め に
２０１１年３月１１日、モーメントマグニチュード
９ .０の大規模地震に伴って発生した巨大な津波
と、余震によりもたらされた東日本大震災は、
長期にわたり影響をおよぼす２次災害を引き起
こした。その一つとして、疾病の有無、年齢を
問わず多くの人に生じた避難所生活における栄
養問題がある。人道的支援を優先し、かつ速や
かな対応が求められる急性期を過ぎ、避難所で
の生活が長期化し始め３週間を過ぎた頃、被災
者に脚気や口内炎がみられ始めた。１か月を過
ぎる頃には、たんぱく質・ビタミン・ミネラル
欠乏症が多くの避難所で認められている。避難
所の食糧が、遠方からの寄付によるものである
ため、保存性の高い炭水化物中心となっていた
ことによる栄養障害と考えられる。しかし、集
積地に寄せられる支援物資には、疾病用の特殊
栄養食品なども含まれていたが、倉庫の奥に箱
に入ったまま置き去りになっていたものもあっ
た１）。このように、避難所における栄養問題を
取り巻く環境に関して様々な課題が浮かび上が
る。本稿では、特に避難所における支援物資の
配給方法について検討したい。
避難所などでの栄養問題に対して、備蓄品、
災害時の食事の在り方、そして支援物資の物流
システムなどに関するガイドライン等が見直さ
れている。また、支援物資の配給方法による栄
養問題については、災害派遣管理栄養士の早急
な派遣の推奨や育成などについて問われている
が、支援物資の配給方法そのものを問い正す見
解は見当たらない２）。ここでは、東日本大震災
における避難所への支援物資の配給方法の在り
方から生じた栄養問題について、その要因と考
えられる外部環境の観点から考察し、さらに、
栄養問題を解消する配給方法のシステムを提案
する。
２．物 的 支 援
震災直後数日間の被災者の食事は、施設や個
人の備蓄食糧品、および周辺農家からの寄付な
どにより賄われていた。備蓄食糧が尽き果てて
から１０日前後の期間は、食糧の手に入り難い状
況が続いた。その後、４月下旬頃から、物流の
輸送体制が整い、県・市町村の集積地よりよう
やく支援物資が届き始めた３）。被災者の手元に
届いた食糧は、おにぎりとパンのみという状況
であった。しかし、政府および自衛隊による県
集積地等へ送り込まれた食糧は、一般用と疾病
用（栄養補助食品や特殊食品〈濃厚流動食、ア
レルギー食、嚥下食等〉があった。支援物資は、
消味期限の短いものから集積地に配給され、そ
の他は整理されず段ボールのまま山積みにされ
ている状況であった。このような中、大規模な
避難所においては３月下旬頃から炊き出しによ
る食事の提供が行われた。５月になると、支援
物資の整理が進み、滞留していた食糧も被災者
の手元に届くようになった４）。しかし、この期
間までに、賞味期限が切れてしまう食糧もあっ
た。
３．人 的 支 援
平成２３年１２月３１日までに全国衛生部長会会員
自治体である都道府県と政令指定都市による派
遣人日（人数×派遣日数の述べ数）は、１４０,７６５
人日であった。この派遣量は、この調査対象と
される都道府県および市町村の保健医療福祉職
等の人数が３１,６２９人であることから、２.２％の比
率に相当する。今回の人的支援量を職種別にみ
ると、保健師３４.１％、事務職１８.２％、看護師１４.７％、
医師１４.０％、薬剤師４.１％、精神保健福祉士・心
理職２.９％、福祉職２.２％、放射線技師１.３％、（管
理）栄養士１.０％、理学療法士・作業療法士０.５％、
歯科医師０.２％、歯科衛生士０.２％、助産師０.０％、
その他６.２％という状況であった。この調査は、
全国的には公務員数の多くない宮城県４７.１％、
岩手県３４.６％、福島県１７.１％、その他１.２％の４
件で行われた、震災発生後から平成２３年１２月３１
日までの約３００日間におけるものである５）。した
がって、この総量に対する派遣量２.２％は、多く
の公務員を有する都市部の災害として算出する
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と、低下することが示唆される。ピーク時には
２,０００か所近くあった避難所に対する人的支援量
の割合の正確な算出は不可能だが、総量に対す
る比率２.２％のうち、（管理）栄養士の占める割
合が１.０％という数字は、栄養学的な観点からの
支援物資の仕分けが出来る専門家の不足が懸念
される。
４．支援対象と支援方法
被災者の背景について、宮城県の６００か所の
避難所における被災者を年齢別にみると、新生
児０.３％、幼児１.３％、小学生５.２％、１２～１８歳３.４％、
１９～６４歳４８.２％、６５歳以上４１.６％であり、高齢
者の占める割合が多かった６）。また、大規模も
しくは高齢化率の高い市町村に所在する避難所
ほど、高齢者の比率が高い傾向を示した。さら
に、被災者の中に含まれる自閉症などの障碍者
は１.４％と試算されている。このような被災者に
対して、支援物資は各避難所の被災者数に対し
て、一般用も疾病用も関係なく、数的な平等性
の基に配給された。これは、支援物資の配給方
法における、各避難所の被災者年齢、栄養状態、
摂食能力、嗜好などの特性に対する配慮の欠如
を意味するものであり、結果的に支援物資と被
災者のミスマッチを招いたことが示唆された７）。
５．被災者の栄養状態
震災から３週間を過ぎた頃、脚気や口内炎の
相談が災害時派遣医療チーム（DMAT）に寄せ
られるようになり、 1　 か月を過ぎた頃、多くの
避難所でたんぱく質やビタミン、ミネラルなど
の欠乏症が認められるようになった。震災関連
死の死者数について、１,６３２件のうち原因調査対
象とした１,２６３件中、高齢者は１,２０６人（約９５％）
であった。死亡時の生活環境区分でみると、震
災前と同じ居場所、病院および施設等を除くと、
避難所滞在中が４.０％と最も高かった。また、原
因区分でみると、避難所等における生活の肉体・
精神的疲労３２.７％が最も高い割合を示し、その
詳細には、「寒いため布団の中にいることが多
くなった。体が動かなくなり、食事も水分もと
らなくなってきた。」「配給はされたが、普段か
ら柔らかいものを飲食していたので、飲食でき
る量が少なかった。」「顆粒状の薬しか飲めない
のに、粒状の薬を処方されていた。」「断水でト
イレを心配し、水分を控えた。」などが報告さ
れている。また、震災関連死の死者数を時期別
にみると、平成２３年３月１９日～４月１１日（５１１
人：３１.３％）、 4　 月１２日 ～ ６ 月１１日（４５８人：
２８.１％）の期間に集中していた８）。
６．被災者の栄養問題と避難所における環境と
の関係
被災者の食糧状況は、震災から４月下旬の１.５
か月間はおにぎりやパンのみの状況が続き、炊
き出しのあった大規模避難所でも、ハード面
（調理施設、食材、お金）やソフト面（労働力、
時間）の問題から、加工食品や冷凍食品の使用
頻度が高くなり、炭水化物中心の栄養バランス
の乱れたものであった。この状況が、震災後１
か月頃のたんぱく質、ビタミン、そしてミネラ
ルなどの欠乏症発症の原因の１つと考えられた。
さらに、被災者の約４０％を占める高齢者におい
ては、避難所における肉体的・精神的疲労が死
因の１つとして挙げられた。これは、避難所に
おける肉体的・精神的疲労が、身体機能の低下
を引き起こし、そのことによる食欲減退が、タ
ンパク質エネルギー低栄養状態（PEM）などを
含む栄養障害の発症と関連していることが示唆
される。また、震災関連死の期間は、平成２３年
３月１９日～６月１１日に集中しているが、多くの
避難所における支援物資の配給（５月以降）や
高齢化率の高い大規模避難所における炊き出し
（３月下旬）が始まった時期と重複している。
以上のことから、震災直後の急性期に避難所で
引き起こされた栄養障害は、支援物資の配給や
炊き出しにより改善が認められなかったことが
示唆される。支援物資の配給や炊き出しの問題
は、被災者の人数の基における平等性を重視し
た点にあると考える。避難所における疲労から
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の栄養障害を生じている状態、もしくは嚥下困
難を有する方に、健常者と同じ食事の提供を行っ
ても、摂取することは難しく、食事の提供を行っ
ていないことと同じ状況を作り出していたのか
もしれない。支援物資の中には、低栄養や嚥下
困難者においても摂取しやすい濃厚流動食や嚥
下困難食も含まれていた。しかし、これらは数
的な平等配給や、一般食のジュースと勘違いさ
れたため、必要とする被災者の手元に届かず、
被災者のニーズにマッチしないと判断された物
資は滞留し無駄になることもあった。このよう
な状況の中、管理栄養士が導入された避難所で
は、避難所間での情報や食料の交換を行うこと
ができ、改善出来ていたようである。
避難所への支援物資や人的支援の在り方が、
数的な平等性を重視したものであったために、
被災者の多くを占める高齢者の対処に行き及ば
なかったことが示唆された。さらに、この質的
には不平等となった支援の原因は、栄養学的な
観点から被災者の身体状況を把握し、必要とす
る支援物資の判別を行う医療関係者、特に管理
栄養士による人的支援の不足が推察される。人
手不足および専門家の適所配置の不備は、避難
所における問題点の抽出や、改善策の立案・実
施までに時間を要し、その結果、支援物資の配
給方法にずれを生じさせた。しかし、人的支援
については、全国自治体の負担も考えると、一
概に増加を促すことは不可能である。そこで、
人的労力の軽減も含めた需要と供給のバランス
を図るべきシステムの構築が必要であると思わ
れる。東日本大震災において支援物資が整理さ
れ配給されるまでに要した１.５か月間、この栄養
障害を引き起こす期間を減少させ、慢性的栄養
障害の発症を最低限に抑えることを目指すシス
テムを提案する。
７．改善策―支援物資の配給システムの構築―
支援物資および被災者の身体状況の管理を行
い、そして、その需要と供給のバランスの合っ
た支援物資の配給を可能なものとするシステム
として、病院や福祉施設等で使用される栄養給
食管理システムの応用を考えた。このシステム
の確立により、医療関係者以外でも被災者の身
体状況把握や支援物資の判別を可能にし、時間
や労力の手間を省くことで人的支援を節約し質
的に平等な支援物資の配給が可能となる。
東日本大震災における政府の支援物資の調達・
輸送の流れは、国が支援物資の卸業者的役割を
担うが、その要請から配給までの流れを以下に
示す（①～③）。①支援物資の要請は、避難所
が支援物資を要請し、県および市町村の自治体
を経て、国へ届く。②要請を受け国は、各関係
団体へ支援物資、トラック協会へ支援物資の運
送をそれぞれ要請する。③支援物資の配給は、
配給される支援物資の準備が出来次第、県およ
び市町村の自治体を経て、ようやく避難所へと
配給される。この流通方法には、被災者のニー
ズを把握した支援物資の配給ができるような段
取りが、組み込まれていないことが窺われた。
また、支援物資の要請から配給までに関わる機
関が多く、早急な対処が出来ない状況にあった
（図１）。
病院等で使用されている栄養給食管理システ
ムは、病棟をはじめ医事課、厨房、経理課そし
て納入業者などの連携で行う栄養管理業務の効
率化を図ったシステムである。栄養サポートチー
ム（NST）等の医療関係者が患者身体状況をア
セスメントし登録したデータが、自動的に施設
における食数、献立、在庫、発注、各種報告書
類の中に組み込まれるものである（図２）。例
えば、このシステムを使用すれば、病棟におい
て電子カルテからの食事の変更があった場合、
献立の変更を行い、献立変更後に合わせた食材
の発注リストの作成などを行い、給食および栄
養管理を時間のロスを出すことなく実行するこ
とができる。そこで、栄養給食管理システムを
災害時の支援物資の調達・輸送の流通で利用す
ることで、支援物資の需要と供給のミスマッチ
をなくし、要請から配給に費やす労力や時間の
軽減を図ることが出来ると考えた。しかし、現
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在のシステムをそのまま流用すると、被災者の
身体状況の把握や支援物資の登録には、医療関
係者や専門家の知識や技術が必要であるため、
システムの応用が必要である。以下に、避難所、
集積地、被災者・支援物資データそれぞれの栄
養給食管理システムの応用と機能を示す（図３）。
７.１　避難所―被災者のスクリーニング・支援
要請―
本人もしくはボランティアなどがタッチパネ
ル入力により、被災者の避難所、年齢、身体状
況、疾患等の情報を簡単に取得・登録し、被災
者の身体状況の把握を行い、同時に栄養管理の
必要性などニーズの調査を行う。登録項目は、
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図１　政府による支援物資の調達・輸送の流れ
図２　栄養給食管理システムの流れ
一般的に利用される栄養管理計画書の項目など
を簡略したものを考える。避難所でのこの作業
は、栄養給食管理システムにおける、入院時の
診療計画作成もしくは NST 回診と似た機能を
果たす。
７.２　集積地―支援物資の判別・登録・配給・
在庫管理―
ボランティアなどによるバーコード読取やタッ
チパネル入力などにより、集積地に届けられた
支援物資の登録を行う。登録された支援物資は、
一般用と疾病用へ自動的に種類判別できるよう
に設定しておく。さらに、早急に配給する必要
のない物資の保存場所等について在庫管理を行
う。集積地でのこの作業は、栄養給食管理シス
テムにおける、厨房や食品庫の機能を果たす。
７.３　データ管理
被災者と支援物資を総合的に管理するシステ
ムである。登録された被災者の情報を基に、栄
養管理計画を自動的に行い、登録された支援物
資の中より最も適当なものを選択し、集積地へ
直接要請し、同時に避難所へ配給する指示を出
す。さらに、過不足となった支援物資について
は、政府より全国へ情報を要請する機能を付加
する。被災者・支援物資データのこの作業は、
栄養給食管理システムにおける、医療関係者が
作成する栄養管理計画の機能を果たす。この機
械的に行われる作業については、管理栄養士も
しくは医療関係者による確認を受ける。
以上の震災時用栄養給食経営管理システムの
確立には、３者間の情報の共有が重要となるが、
そのためにはパソコンおよびインターネット、
Wi-Fi などの回線設備が必要となる。震災後に
おける設備投資は難しい面も考えられるだろう
が、物資の寄付や配給が出来る状況であれば、
これらの設備も可能であると考えられる。回線
等の利用に伴わせて、システムに登録する被災
者の個人情報が外部に漏れたりすることのない
よう、その取り扱いには最善の注意を払う必要
がある。支援物資の種類判別について、医療関
係者以外のボランティアでも容易にできるよう
にするために、バーコード読取機能を導入する。
したがって、寄付される物資は、極力箱単位で
あり、箱に明記されたバーコードが支援物資を
反映しているなどの支援される物資について条
件付けが必要となる。バーコード読み取りが困
難な物資については、タッチパネル入力により
対処できるようなプログラムが必要となる。支
援物資や被災者の登録の際のタッチパネル入力
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図３　災害用栄養給食管理システムの流れ
について、現在のシステムでは一般的に常用さ
れていない機能である。しかし、ベッドサイド
での選択メニューの聞取りに利用できるよう、
タッチパネル入力を採用している業者もあるた
め、この機能の追加も可能であると考える。
８．ま　と　め
今回の考察で、被災者の多くを占める高齢者
において、震災後の低栄養状態の長期化が、そ
の後の栄養状態、さらには精神状態に大きく関
わることが示唆された。上記項目の栄養給食管
理システムの応用・導入が可能となれば、需要
と供給のバランスを図った配給および、それに
係る労力と時間の軽減が期待できる。さらに、
人的支援の節約は、要介護者などのソフト面か
らの支援を必要とする被災者に、人的支援をよ
り多く投資することを可能にするだろう。震災
から１年８か月が経過した今、ハード面からの
支援を続けると同時にソフト面からの支援の重
要性も感じている。この災害用栄養給食管理シ
ステムの応用は、人道的支援を優先し、かつ速
やかな対応が求められる急性期における、質的
支援物資の平等な配給を可能とするものであり、
同時にソフト面からの人的支援の拡大を目指す
ものである。
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